
１－８ 田んぼの生きもの調査

【田んぼの生きもの調査】（JA全農）
〇 「田んぼの生きもの調査」を全国のJA、生産者、消費者、子どもたちと実施し、環境と農業の深い
関わりや、生物多様性保全の大切さを「五感」で感じ取ってもらう活動。
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年度 開催数 参加人数
平成20年 47 2,225 
平成21年 46 1,511 
平成22年 15 739 
平成23年 36 1,350 
平成24年 45 2,149 
平成25年 59 2,892 
平成26年 60 3,192 
平成27年 67 3,522 
平成28年 68 3,596 
平成29年 78 4,200 
平成30年 83 4,027 
平成31年 65 3,486 
計 669 32,889 

田んぼの生きもの調査 活動模様

○本年度は新型コロナウィルスの影響で開催を
中止している地域もある。開催時は３密を避けて
細心の注意を払い実施。
○YouTubeの小学生向けの授業動画「小島よしお
のおっぱっぴー小学校」とタイアップし、「特別授業
田んぼの生きもの調査」を YouTubeで放送中。
○Twitter全農広報部 田んぼの生きもの調査（@tanbozennoh）アカウントで情報発信中。



１－９ 親子農業体験ツアー
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〇親子参加型農業体験ツアー（株)農協観光がＪＡと共同で実施
（Ｈ29年度で約7000人が参加）

JA全農親子農業体験ツアー（実施回数：65回、総参加人数：2,556名 ※2005-2019年）
〇野菜の植え付けや収穫、田植えや稲刈り等の体験を通じて、日頃農業と親しむ機会が少
ない消費者と生産者の交流を深め、農業への理解を深めることを目的に、JAの協力を得て開
催。
〇今年度はコロナの影響で定植体験を中止とし、収穫体験のみ実施予定。

【親子農業体験の実施】



１－１０ 食育の実績
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（一社）家の光協会 ※いずれも令和元年度（３月末）実績
〇あぐりスクール （児童を対象にした農業体験：通年型） 162JA登録
〇ちゃぐりんフェスタ（児童を対象にした農業体験：単発） 111JA 19,895人参加
○JA家の光クッキングフェスタ 25都府県 44ＪＡ 52会場 8,260 人
〇ＪＡ家の光料理教室 136JA 23,479人
〇ＪＡ家の光親子料理教室 115JA    12,657人

（全農）料理教室（実施回数：87回、総参加人数：2,609名 ※2006-2019年）
〇新鮮な国産農畜産物を使用した、小学生を対象とした親子料理教室と、障がいをもつ子どもた
ちを対象としたみんなの子ども料理教室を開催。食材の話や食育クイズも行っている。

〇みんなの子ども料理教室については、協力いただける施設や団体と連携し、出張型の料理教
室を実施。
〇今年度はコロナの影響で開催未定（代替案も検討中）

(ＪＡ共済連）

〇保育・幼稚園児、小中高大学生を対象とした農業体験学習・食育講座の開催
令和元年度 38県 参加人数 49,955名

〇地域住民を対象とした農業体験学習・施設見学会の開催
令和元年度 42県 参加人数 42,606名

〇地域住民を対象とした料理教室の開催 令和元年度 35県 参加人数 18,264名
〇地域住民を対象とした食農イベント、セミナー等の開催 令和元年度 19県 参加人数 39,014名



１－１１ その他

【日本農業検定】(全国農協観光協会）
「農」についての知識を深めよう！

仕事や趣味で農業の基礎的な知識を必要とする方のための検定で、過去の受検者は
15,000人を超えました。「農業全般」「環境」「食」「栽培」の４分野について、基礎的な内容
から総合的な内容までを段階的に習得できる検定試験で、どなたでもどの級からでも受検
出来ます。
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日本農業検定テキスト
＜新版＞ 日本の農と食を学ぶ

2020年４月に新版テキストを発刊し全国の書店でも
販売しております。テキストは検定受検だけでなく職
員研修の教材や農業書としても活用されています。

第８回日本農業検定実施要領

＜1級・2級・3級試験日＞
〇団体受検（５名以上）
2021年1月8日～16日
〇公開会場（東京・大阪）
2021年1月9日
〇CBT会場（全国約250箇所）
2021年1月5日～16日
＜申込期間＞
〇団体受検・公開会場
2020年10月1日～11月27日
〇CBT会場
2020年12月1日～12月25日



１．食育に関するＪＡグループの取り組み

２．Ｗｉｔｈコロナ（新しい生活様式）に向けて

本日の説明内容

３．第４次食育推進基本計画に向けて
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２－１ 料理教室などでのコロナ対策

【新しい生活様式を実践】（家の光協会）
安心して料理教室を開催するための１３のポイントをイラストでわかりやすく解説したチラシを配布。
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２－２ Ｗｉｔｈコロナ（新しい生活様式）に向けたＪＡグループの取り組み

○ 新型コロナウィルスの影響下でも、３密回避に向けた取り組みを通じて、食農教育のさらなる推進につながっ

ているケースがあり。

○ 例えば、和食給食応援団（事務局：五穀豊穣）とＪＡ全中において、栄養教諭等を対象に「和食給食セミナー」

を毎年開催（全国１５か所目標）しているが、今年はコロナ禍の影響でオンラインで開催。オンラインにより、通

常参加できない他地域の方も参加ができ、大変好評。

【和食給食セミナーの取り組み（今年７月２０日佐賀県）】
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佐賀県佐賀市で2020年2月末以来の和食給食応援
団！会場には6名の栄養教諭・学校栄養職員・保育所
栄養士が参加。オンラインでは120名の参加者で行わ

れました。コロナで大変な中ですが、人と人をむすぶ
「おむすび」にかけて、今の学校給食のあり方を話し合
いました。オフラインでは30名が限界の調理講習会も
120名クラスでの実施ができるオンライン。このメリット

を活かして、日本中、世界中を繋いだ配信を行いたい
と思います（和食給食応援団Ｆａｃｅｂｏｏｋより）。



２－３ Ｗｉｔｈコロナ（新しい生活様式）に向けて

○ 第４次食育推進基本計画では、Ｗｉｔｈコロナに向けた取り組みを重点課題として考えるべきであり、家庭や学

校に野菜キッドを送り栽培したり、農家がリモートやYouTube動画で指導を行ったり、ＶＲを活用して農業をバー

チャル体験するなど、食育をバーチャル体験できる新たな試みを進める必要。

○ また、今後、オンライン化による授業などが進むことが想定されることから、学校におけるタブレットやＷｉｆｉな

どの情報インフラの整備とあわせて、動画で食育が理解できる素材やバーチャル体験など、関係省庁・団体が

連携して取り組んでいくことが必要。

【コロナ禍における学校の取り組み例（ＮＨＫ for school）】【食育のバーチャル体験の試み（ＪＡグループ野菜の日）】
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今春の緊急事態宣言により、学校に行けない子供達
には、動画を見て宿題を解くケースもあり（上記は小
５社会の宿題で、ＮＨＫの動画を見て）。今後はオン
ライン授業等に対応した食育の取り組みが必要

今年の野菜の日（８月３１日）、ＪＡ
グループでは、ミニトマトを家庭に送
り、オンラインで収穫体験を企画



１．食育に関するＪＡグループの取り組み

２．Ｗｉｔｈコロナ（新しい生活様式）に向けて

本日の説明内容

３．第４次食育推進基本計画に向けて
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３－１ 新たな食料・農業・農村基本計画と連動した取り組み強化

○ 食育に関しては、今年３月の食料・農業・農村基本計画にあわせ、昨年１１月のＪＡグループの政策提案にお

いて、①食料・農業・農村基本計画に掲げる目標・施策と連動した食育推進基本計画の実践・進捗管理、②食

農教育や和食推進における関係省庁の連携強化などを提起。

○ 食育推進基本計画の目標値と進捗状況を見ると、目標値が現実的でないものや現状値があまり変わらない

ものもあり、国民的理解を高めるという視点で、実効性ある食育基本計画の推進が必要。

【学校給食における地場産物・国産食材の使用割合】

国においては農水省と文科省、現場においては地方
行政・学校教育機関（栄養教諭）と団体等が密に連携
して、地産地消など国産の消費拡大に着実につなげ
ていくことが必要。

【食育推進計画を作成・実施している市町村割合】
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作成割合は年々増加しており評価。

今後は、新たな食料・農業・農村基本計画との
連動とあわせ、「計画から実践」が重要。条例
やアクションプランなど、地域で推進・具体化し
ていくことが重要。



３－２ 食育やＳＤＧｓを起点とした国民理解の推進

○ 国民理解をさらにすすめていくためには、食育やＳＤＧｓを切り口に経済界等を巻き込んだ国民運動を展開・強

化し、国産の消費拡大、農業・農村の理解拡大をすすめるとともに、教育関係者、料理人、行政、団体・企業等

による幅広いネットワークを構築することが重要。

【食育やＳＤＧｓの観点での新たな国民運動】

食育で国民運動

農業界 経済界

消費者

【政策面】
●食育やSDGsの観点から、食料・農業・農村にか
かる既存の計画や施策を再検証・位置付け。
⇒特に、国産消費拡大や地産地消、農村振興等
の意義を再認識し、施策を構築・強化。

【取り組み面】
●SDGsのもとに幅広い関係者による連携で、全世
代への食育を推進。
＊食育推進基本計画にも同様の方向性を明記
することが重要
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【「持続可能な食と地域を考えるシンポジウム」
（令和元年12月：東京農業大学）】

（株）共同通信社と共催。全中中
家会長をはじめ、経済界、生協な
ど各界各層の代表者が参加。

大学生も講義の一環として、多く
参加。食と農の大切さや食料安全
保障の必要性などを理解。



２．Ｗｉｔｈコロナ（新しい生活様式）に向けて
「どこでも学べるオンラインの強みを活かして」
「バーチャル体験など新たな試み」

３．第4次食育推進基本計画に向けて
「新たな食料・農業・農村基本計画との連動

（計画から実践：実効性ある取り組み推進）」
「ＳＤＧｓや食育を起点に国民理解を深化」

最後に（３つのポイント）

１．食育に関するＪＡグループの取り組み
「みんなのよい食プロジェクトを展開」 「食農教育」
「バケツ稲づくりなど、様々な取り組みを展開」
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